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サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
等
に
関
す
る

改
正
開
示
府
令
等
、公
布
─
金
融
庁

金
　
　
融

去
る
２
月
20
日
、
金
融
庁
は
内
閣

府
令
５
号
「
企
業
内
容
等
の
開
示
に

関
す
る
内
閣
府
令
及
び
特
定
有
価
証

券
の
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣

府
令
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府

令
」
を
公
布
し
た
。
あ
わ
せ
て
関
連

告
示
や
改
正
企
業
内
容
等
開
示
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
も
公
表
さ
れ
た
。

主
な
改
正
点
は
次
の
と
お
り
。

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
の

適
用
開
始
に
向
け
た
環
境
整
備

⑴　
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準

の
適
用

東
証
プ
ラ
イ
ム
市
場
上
場
会
社
の

う
ち
、
平
均
時
価
総
額
が
１
兆
円
以

上
の
会
社
に
対
し
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準

に
従
っ
て
、
有
報
等
の
記
載
事
項
の

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
を
記
載
す

る
こ
と
を
義
務
づ
け
る
。

Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
の
適
用
開
始
年
度

お
よ
び
そ
の
翌
年
度
に
つ
い
て
は
、

Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
に
従
っ
て
サ
ス
テ
ナ

ビ
リ
テ
ィ
情
報
を
記
載
し
な
い
こ
と

が
で
き
、
そ
の
場
合
に
は
、
そ
れ
ぞ

れ
の
翌
期
の
半
期
報
告
書
の
提
出
期

限
ま
で
に
、
当
該
事
項
を
記
載
し
た

訂
正
報
告
書
を
提
出
す
る
こ
と
（
２

段
階
開
示
）
を
可
能
と
す
る
。

⑵　
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
の
適
用
に
伴
う

開
示
項
目
の
追
加

「
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関
す
る

考
え
方
及
び
取
組
」
等
に
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ

Ｊ
基
準
上
の
開
示
要
求
事
項
の
記
載

の
ほ
か
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
に
準
拠
し

て
い
る
旨
、
２
段
階
開
示
や
Ｓ
Ｓ
Ｂ

Ｊ
基
準
上
の
経
過
措
置
の
適
用
状
況

を
記
載
す
る
。

ま
た
、
将
来
情
報
、
ス
コ
ー
プ
３

Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
量
に
関
す
る
定
量
情
報

に
つ
い
て
、
推
論
過
程
等
に
関
す
る

記
載
お
よ
び
こ
れ
ら
の
情
報
に
係
る

社
内
の
開
示
手
続
を
記
載
す
る
。

人
的
資
本
開
示
関
連
の
制
度
見
直
し

有
報
「
提
出
会
社
の
状
況
」
の
「
従

業
員
の
状
況
」
の
位
置
を
「
第
１
【
企

業
の
概
況
】」
か
ら
「
第
４
【
提
出
会

社
の
状
況
】」
に
移
動
し
た
う
え
で
、

新
た
に
次
の
事
項
の
開
示
を
求
め
る
。

①　
連
結
ベ
ー
ス
の
企
業
戦
略
と
関

連
づ
け
た
人
材
戦
略

②　
①
を
踏
ま
え
た
従
業
員
給
与
等

の
決
定
方
針
（
提
出
会
社
が
持
株

会
社
で
あ
る
場
合
は
、
提
出
会
社

お
よ
び
従
業
員
数
が
最
も
多
い
子

会
社
（
最
大
人
員
会
社
）
に
つ
い

て
の
方
針
に
限
定
可
）

③　
提
出
会
社
の
従
業
員
の
平
均
給

与
の
対
前
年
比
増
減
率
（
提
出
会

社
が
持
株
会
社
で
あ
る
場
合
は
、

最
大
人
員
会
社
に
つ
い
て
の
従
業

員
給
与
の
平
均
額
、
そ
の
前
年
比

増
減
率
等
の
記
載
も
必
要
）

総
会
前
開
示
へ
の
対
応

有
報
に
お
い
て
、
総
会
前
開
示
を

行
う
場
合
に
お
け
る
定
時
株
主
総
会

ま
た
は
取
締
役
会
の
決
議
事
項
に
係

る
記
載
に
つ
い
て
、
自
己
株
式
の
取

得
お
よ
び
剰
余
金
の
配
当
に
関
す
る

事
項
の
み
を
求
め
る
。

適
用
日

⑴　
「
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基

準
の
適
用
開
始
に
向
け
た
環
境
整

備
」の
改
正

２
０
２
８
年
３
月
31
日
以
後
に
終

了
す
る
事
業
年
度
に
係
る
有
報
等
か

ら
適
用
さ
れ
る
。

２
０
２
６
年
３
月
31
日
以
後
に
終

了
す
る
事
業
年
度
の
末
日
を
基
準
と

し
た
平
均
時
価
総
額
が
３
兆
円
以
上

で
あ
る
会
社
は
、
２
０
２
７
年
３
月

31
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年
度
に

係
る
有
報
等
か
ら
適
用
さ
れ
る
。

２
０
２
６
年
２
月
20
日
以
後
提
出

す
る
有
報
等
に
つ
い
て
早
期
適
用
可
。

⑵　
そ
の
他
の
改
正

２
０
２
６
年
３
月
31
日
以
後
に
終

了
す
る
事
業
年
度
に
係
る
有
報
等
か

ら
適
用
さ
れ
る
。

金
融
商
品
の
分
類・測
定
の
基
準
開
発

の
進
め
方
、検
討
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、金
融
商
品
専
門
委

会
　
　
計

去
る
２
月
19
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
２
５
０
回
金
融
商
品

専
門
委
員
会
を
開
催
し
た
。

第
５
６
８
回
親
委
員
会
お
よ
び
第

２
４
８
回
専
門
委
員
会
（
２
０
２
６

年
２
月
10
日
号
（
№
１
７
６
７
）
情

報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
引
き
続

き
、
金
融
商
品
の
分
類
お
よ
び
測
定

に
関
す
る
会
計
基
準
の
開
発
に
つ
い

て
審
議
が
行
わ
れ
た
。
今
回
は
、
基

準
開
発
の
進
め
方
に
つ
い
て
、
次
の

事
務
局
案
が
示
さ
れ
、審
議
さ
れ
た
。

フ
ェ
ー
ズ
１

着
手
後
、
ま
ず
減
損
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
残
課
題
で
あ
る
予
想
信
用
損
失

モ
デ
ル
の
適
用
範
囲
と
関
連
す
る
領

域
を
フ
ェ
ー
ズ
１
と
し
て
優
先
し
て

基
準
開
発
を
進
め
る
。
主
な
検
討
項

目
に
は
、
分
類
の
ア
プ
ロ
ー
チ
、
実

効
金
利
法
に
よ
る
償
却
原
価
で
測
定

す
る
金
融
資
産
の
範
囲
等
が
挙
げ
ら

れ
る
。

フ
ェ
ー
ズ
２

フ
ェ
ー
ズ
１
以
外
の
領
域
（
例
：

株
式
）
に
つ
い
て
は
、
フ
ェ
ー
ズ
１

の
検
討
が
一
巡
し
て
か
ら
、
フ
ェ
ー

ズ
２
と
し
て
検
討
を
開
始
す
る
。

検
討
の
進
め
方

基
準
開
発
に
お
い
て
は
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
会
計
基
準
の
定
め
を
導
入
し
た
場

合
の
影
響
に
つ
い
て
分
析
を
進
め

（
必
要
に
応
じ
て
米
国
会
計
基
準
の

定
め
を
参
考
に
検
討
）、
日
本
基
準

で
こ
れ
ま
で
重
視
し
て
き
た
考
え
方

や
国
際
的
に
意
見
発
信
し
て
き
た
内

容
に
照
ら
し
て
整
理
を
行
い
、
検
討

を
進
め
る
。

適
用
時
期

フ
ェ
ー
ズ
１
で
対
象
と
す
る
金
融

資
産
に
係
る
適
用
時
期
に
関
し
て

は
、
減
損
に
関
す
る
公
開
草
案
が
最

終
化
さ
れ
る
時
期
と
の
関
係
を
慎
重

に
検
討
し
つ
つ
、
早
期
適
用
に
つ
い

て
も
合
わ
せ
て
検
討
を
行
う
。

そ
の
他

金
融
商
品
と
保
険
契
約
全
般
の
両

会
計
基
準
の
開
発
に
関
す
る
ロ
ー
ド

マ
ッ
プ
を
策
定
す
る
。

専
門
委
員
か
ら
の
意
見

専
門
委
員
か
ら
は
、
進
め
方
に
つ

い
て
賛
同
の
意
見
が
多
く
聞
か
れ

た
。ま

た
、
適
用
時
期
に
関
し
て
、「
減

損
の
後
に
強
制
適
用
を
」、「
シ
ス
テ

ム
開
発
の
関
係
か
ら
、
減
損
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
と
同
時
に
対
応
し
た
ほ
う

が
い
い
」
等
の
意
見
が
聞
か
れ
た
。
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会
計・監
査・開
示

〝
来
し
方
行
く
末
〟

連
結
財
務
諸
表
の
特
徴
①

～
作
成
⑵
～

公
認
会
計
士 

市
川　

育
義

前
回
は
、
連
結
財
務
諸
表
の
作
成

プ
ロ
セ
ス
と
し
て
、
連
結
と
持
分
法
の

違
い
を
説
明
し
た
が
、
今
回
は
、
子

会
社
の
個
別
財
務
諸
表
の
合
算
以
降

の
主
な
プ
ロ
セ
ス
を
説
明
す
る
。

⑴　
内
部
取
引
の
相
殺
消
去

親
会
社
と
子
会
社
の
そ
れ
ぞ
れ
の

個
別
財
務
諸
表
は
、
会
社
単
独
の
業

績
を
表
示
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
た

め
、
親
会
社
と
子
会
社
の
間
で
取
引

が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
よ
う
な
グ

ル
ー
プ
内
の
取
引
（
売
上
高・仕
入
高
、

売
掛
金
・
買
掛
金
な
ど
）
は
、
企
業

集
団
の
観
点
か
ら
は
グ
ル
ー
プ
内
の

内
部
取
引
と
し
て
、
連
結
財
務
諸
表

の
作
成
に
あ
た
り
相
殺
消
去
す
る
必

要
が
あ
る
。　

連
結
財
務
諸
表
に
計
上
さ
れ
る
取

引
は
、
親
会
社
や
子
会
社
の
単
独
の

視
点
で
は
な
く
、
企
業
集
団
の
視
点

か
ら
グ
ル
ー
プ
外
部
と
の
取
引
の
み

を
反
映
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
な
お
、
実
務
上
は
取
引
の
認
識

時
点
の
違
い
等
か
ら
消
去
差
額
が
発

生
し
、
そ
の
原
因
追
及
で
難
儀
す
る

こ
と
も
多
々
あ
る
が
、
こ
の
点
は
日

頃
の
管
理
の
巧
拙
が
顕
在
化
す
る
と

こ
ろ
で
も
あ
る
。

⑵　
未
実
現
利
益
の
消
去

前
述
の
と
お
り
、
親
会
社
と
子
会

社
と
の
間
の
取
引
は
、
連
結
上
は
内

部
取
引
と
し
て
相
殺
消
去
さ
れ
る
が
、

そ
れ
だ
け
で
は
内
部
取
引
に
係
る
連

結
調
整
は
完
結
し
な
い
。

な
ぜ
な
ら
、
た
と
え
ば
、
親
会
社

か
ら
子
会
社
へ
の
売
上
が
１
０
０
億
円

あ
り
、
連
結
手
続
上
、
売
上
高
と
売

上
原
価
を
そ
れ
ぞ
れ
１
０
０
億
円
相
殺

消
去
し
た
と
し
て
も
、
い
ず
れ
も
損

益
項
目
で
あ
る
た
め
損
益
調
整
は
行

わ
れ
ず
、
未
実
現
利
益
の
消
去
に
は

つ
な
が
ら
な
い
か
ら
で
あ
る
。

親
会
社
か
ら
子
会
社
へ
の
内
部
取

引
に
よ
っ
て
、
在
庫
の
保
管
場
所
が
親

会
社
倉
庫
か
ら
子
会
社
倉
庫
に
移
動

す
る
が
、
そ
の
後
、
企
業
集
団
外
の

顧
客
に
在
庫
を
引
き
渡
さ
ず
子
会
社

倉
庫
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
在
庫
が
あ
る

場
合
に
は
、
当
該
在
庫
に
つ
い
て
親
会

社
が
計
上
し
た
利
益
を
未
実
現
利
益

と
し
て
消
去
す
る
必
要
が
あ
る
。

こ
れ
で
内
部
取
引
に
係
る
連
結
調
整

が
基
本
的
に
完
結
す
る
こ
と
と
な
る
。

⑶　
資
本
連
結

さ
て
、
内
部
取
引
で
な
い
項
目
に

つ
い
て
も
連
結
調
整
が
必
要
で
あ
る
。

そ
の
代
表
例
と
も
い
う
べ
き
も
の
が
、

資
本
連
結
で
あ
る
。

資
本
連
結
は
、
連
結
会
計
基
準
59

項
に
お
い
て
、「
親
会
社
の
子
会
社
に

対
す
る
投
資
と
こ
れ
に
対
応
す
る
子

会
社
の
資
本
を
相
殺
消
去
し
、
消
去

差
額
が
生
じ
た
場
合
に
は
当
該
差
額

を
の
れ
ん
（
又
は
負
の
の
れ
ん
）
と
し

て
計
上
す
る
と
と
も
に
、
子
会
社
の

資
本
の
う
ち
親
会
社
に
帰
属
し
な
い

部
分
を
非
支
配
株
主
持
分
に
振
り
替

え
る
一
連
の
処
理
を
い
う
」
と
定
義

さ
れ
て
い
る
。

要
す
る
に
、
子
会
社
投
資
に
つ
い

て
、
個
別
財
務
諸
表
上
は
投
資
額
で

あ
る
子
会
社
株
式
の
み
が
計
上
さ
れ

る
が
、
連
結
上
は
個
別
財
務
諸
表
を

合
算
す
る
こ
と
で
、
子
会
社
株
式
に

代
わ
り
（
消
去
さ
れ
る
）、
具
体
的
に

買
収
し
た
会
社
の
財
産
と
の
れ
ん
（
プ

レ
ミ
ア
ム
支
払
）
が
計
上
さ
れ
る
と

い
う
わ
け
で
あ
る
。
当
然
、
買
収
し

た
財
産
は
買
収
時
に
時
価
評
価
さ
れ
、

投
資
額
と
の
差
額
が
の
れ
ん
と
し
て

計
算
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

の
れ
ん
は
将
来
の
収
益
力
を
見
込
ん

で
支
払
っ
た
も
の
で
あ
る
が
、
そ
の
収

益
力
と
は
子
会
社
の
み
な
ら
ず
、
親

会
社
の
シ
ナ
ジ
ー
効
果
を
見
込
む
な

ど
、必
ず
し
も
明
確
な
も
の
で
は
な
い
。

こ
の
た
め
、
実
務
上
、
厳
し
く
対

応
す
べ
き
も
の
で
あ
る
と
の
認
識
は
一

致
し
て
い
る
一
方
で
、
も
と
も
と
あ
い

ま
い
な
性
格
で
あ
る
が
ゆ
え
に
、
唯

一
の
答
え
を
見
出
す
こ
と
は
難
し
く
、

２
０
２
５
年
５
月
の
内
閣
府
の
規
制
改

革
推
進
会
議
に
よ
る
答
申
公
表
以
降
、

の
れ
ん
償
却
・
非
償
却
を
め
ぐ
る
議

論
は
現
在
も
続
い
て
い
る
。

関
連
会
社・共
同
支
配
企
業
に
対
す
る

投
資
の
公
正
価
値
オ
プ
シ
ョ
ン
の
修
正

案
、公
表
─
Ⅰ
Ａ
Ｓ
Ｂ

国
際
会
計

去
る
２
月
19
日
、Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は「
公

開
草
案
：
関
連
会
社
及
び
共
同
支
配

企
業
に
対
す
る
投
資
に
つ
い
て
の
公

正
価
値
オ
プ
シ
ョ
ン
の
修
正
―
Ｉ
Ａ

Ｓ
28
号
の
修
正
案
」（
以
下
、「
本
公

開
草
案
」
と
い
う
）
を
公
表
し
た
。

コ
メ
ン
ト
期
限
は
４
月
20
日
。

本
公
開
草
案
の
概
要

Ｉ
Ａ
Ｓ
28
号
「
関
連
会
社
及
び
共

同
支
配
企
業
に
対
す
る
投
資
」
は
、

Ｖ
Ｃ
な
ど
の
特
定
業
種
の
企
業
（
特

定
業
種
企
業
）
が
保
有
す
る
関
連
会

社
ま
た
は
共
同
支
配
企
業
に
対
す
る

投
資
に
つ
い
て
、
持
分
法
を
適
用
せ

ず
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
「
金
融
商
品
」

に
従
っ
て
純
損
益
を
通
じ
て
公
正
価

値
で
測
定
す
る
選
択
（
公
正
価
値
オ

プ
シ
ョ
ン
）
を
認
め
て
い
る
。

本
修
正
案
は
、
特
定
業
種
企
業
の

範
囲
の
解
釈
に
ば
ら
つ
き
が
存
在

し
、
こ
の
ば
ら
つ
き
が
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
18

号
「
財
務
諸
表
に
お
け
る
表
示
及
び

開
示
」
の
適
用
に
影
響
し
得
る
こ
と

を
踏
ま
え
て
提
案
さ
れ
た
も
の
。

本
公
開
草
案
は
、
特
定
業
種
企
業

の
範
囲
を
次
の
よ
う
に
変
更
す
る
こ

と
を
提
案
し
て
い
る
。

（
現
行
）
類
似
の
企
業
（
投
資
連
動
保
険

フ
ァン
ド
を
含
む
）（sim

ilar entities 
including investm

ent linked 
insurance funds

）

（
修
正
案
）
類
似
の
企
業（sim

ilar enti-
ties

）。
主
要
な
事
業
活
動
（m

ain 
business activities

）と
し
て
特
定
の

種
類
の
資
産
へ
の
投
資
を
行
う
企
業（
Ｉ

Ｆ
Ｒ
Ｓ
18
号
49
項
⒜
参
照
）
を
含
む
。

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
18
号
は
、
持
分
法
に
よ

り
会
計
処
理
さ
れ
る
投
資
か
ら
の
損

益
を
投
資
区
分
に
表
示
す
る
こ
と
を

求
め
る
一
方
で
、公
正
価
値
オ
プ
シ
ョ

ン
を
適
用
し
た
投
資
の
損
益
は
投
資

が
主
要
な
事
業
活
動
と
し
て
行
わ
れ

た
場
合
に
は
営
業
区
分
に
表
示
す
る

こ
と
を
求
め
て
い
る
。
現
行
の
Ｉ
Ａ

Ｓ
28
号
で
不
明
確
で
あ
っ
た
、
投
資

が
主
要
な
事
業
活
動
で
あ
る
企
業
が

「
類
似
の
企
業
」
に
該
当
す
る
の
か

に
つ
い
て
、
本
公
開
草
案
で
は
該
当

す
る
こ
と
が
明
確
化
さ
れ
て
い
る
。

今
後
の
計
画

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
18
号
適
用
前
の
２
０

２
６
年
半
ば
ま
で
の
最
終
化
を
計
画

し
て
い
る
。
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この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考

2026年
2月17日

監査基準報告書700実務ガイ
ダンス「事業報告等と有価証券
報告書の一体書類に含まれる
財務諸表等に対する監査報告
書に係る実務ガイダンス（2026
年版）」（公開草案）

JICPA

2025年3月の有報の総会前開示に関する金融担当大臣要請等以降、環境の変化が生
じ、事業報告等と有報の一体書類を作成する可能性が高まっていることから、監査報
告書の文例について再度検討を行い、実務的なガイダンスを取りまとめるもの。確定
版の公表は2026年4月下旬予定で、その際に既存の監基報700実務ガイダンス２号は
廃止される予定。コメント期限は3月17日。
https://jicpa.or.jp/specialized_field/20260217fhf.html

2026年
2月20日

「有価証券報告書の定時株主総
会前の開示について」の更新 金融庁

「有価証券報告書を定時株主総会前に提出する場合の留意点」について、２月20日公
布・施行の開示府令の改正を踏まえた留意事項を更新したもの。また、「総会前開示に
関する有価証券報告書レビューにおける調査結果」等も公表されている。
https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sokaimaekaiji.html

特集
2026年12月期・2027年３月期

IFRS会計基準の
第１四半期決算対策
金融商品の分類・測定、自然依存電力
今第１四半期から強制適用される基準の概要
IFRS18号関連修正、超インフレ表示通貨
今第１四半期から早期適用可能な基準の概要
取引コストの決定、組込デリバティブ
ＩＦＲＳ解釈指針委員会のアジェンダ決定の概要
気候関連等に関する設例を追加
「財務諸表における不確実性に関する開示
―設例」の概要

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

IFRS会計基準適用会社の2026年12月期における第１四半期決算がまもなく到来す
る。今期から強制適用となる金融商品の分類・測定に関する基準や、早期適用可能となる
IFRS18号「財務諸表における表示及び開示」の関連修正などを確認しておく必要があ
る。また、昨年11月公表の「財務諸表の不確実性に関する開示」の設例の追加は、気候関
連などのサステナビリティ情報の開示に参考となる。
そこで、これらの基準改訂等における今第１四半期決算の留意点を解説していただいた。
３月決算企業にとっては、2026年６月第1四半期に対応するものであり、３カ月後の実
務の参考にしていただきたい。

竹下　泰俊EY新日本有限責任監査法人
公認会計士

Ｆ
Ｒ
Ｂ
議
事
要
旨
が
示
す
利
下
げ
判
断

の
難
し
さ

金
　
　
融

早
過
ぎ
た
株
価
目
標
の
達
成
と
今
後
の

展
開

証
　
　
券

米
連
邦
準
備
制
度
理
事
会
（
Ｆ
Ｒ

Ｂ
）
が
公
表
し
た
１
月
27
～
28
日
開

催
の
米
連
邦
公
開
市
場
委
員
会
（
Ｆ

Ｏ
Ｍ
Ｃ
）
議
事
要
旨
に
よ
る
と
、
政

策
金
利
で
あ
る
フ
ェ
デ
ラ
ル
・
フ
ァ

ン
ド
金
利
の
誘
導
目
標
レ
ン
ジ
は
３
・

５
０
～
３
・
７
５
％
に
据
え
置
か
れ

た
。
昨
年
に
累
計
75
ベ
ー
シ
ス
ポ
イ

ン
ト
の
利
下
げ
を
実
施
し
た
後
の
水

準
で
あ
り
大
勢
は
維
持
を
支
持
し
た

が
、
２
名
の
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
参
加
者
は
25

ベ
ー
シ
ス
ポ
イ
ン
ト
の
追
加
利
下
げ

を
主
張
し
た
。
実
体
経
済
に
つ
い
て

は
「
堅
調
な
ペ
ー
ス
で
拡
大
」
と
評

価
す
る
一
方
、
雇
用
の
伸
び
は
低
水

準
に
と
ど
ま
り
、
失
業
率
は
４
・
４
％

で
横
ば
い
圏
に
あ
る
と
し
て
い
る
。

物
価
面
で
は
、個
人
消
費
支
出（
Ｐ

Ｃ
Ｅ
）
価
格
指
数
の
前
年
比
上
昇
率

が
２
％
目
標
を
上
回
り
、
特
に
関
税

の
影
響
を
受
け
た
コ
ア
財
価
格
（
食

品
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
除
く
モ
ノ
の
価

格
）の
押
上
げ
が
意
識
さ
れ
て
い
る
。

他
方
で
、
住
宅
サ
ー
ビ
ス
価
格
の
伸

び
鈍
化
な
ど
を
背
景
に
デ
ィ
ス
イ
ン

フ
レ
の
流
れ
も
確
認
さ
れ
、
雇
用
と

物
価
の
双
方
に
リ
ス
ク
の
認
識
が
示

さ
れ
た
。

こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
る
と
、

Ｆ
Ｒ
Ｂ
が
た
だ
ち
に
利
下
げ
局
面
へ

移
行
す
る
環
境
に
は
な
い
と
い
わ
ざ

る
を
得
な
い
。
市
場
で
は
年
内
１
～

２
回
の
利
下
げ
観
測
が
根
強
い
が
、

議
事
要
旨
が
示
す
よ
う
に
、
多
く
の

参
加
者
は
イ
ン
フ
レ
の
高
止
ま
り
を

警
戒
し
て
い
る
。
関
税
に
よ
る
コ
ア

財
価
格
の
上
振
れ
や
需
要
の
底
堅
さ

が
続
け
ば
、
物
価
が
２
％
へ
滑
ら
か

に
収
束
す
る
と
は
限
ら
な
い
。
２
名

に
よ
る
利
下
げ
主
張
は
注
目
材
料
で

あ
る
も
の
の
、全
体
と
し
て
は「
デ
ー

タ
を
見
極
め
る
姿
勢
」
が
優
勢
で
あ

る
。
し
た
が
っ
て
、
景
気
の
明
確
な

減
速
が
確
認
さ
れ
な
い
限
り
、
当
面

は
現
行
水
準
で
の
政
策
運
営
が
続
く

公
算
が
大
き
い
。

仮
に
イ
ン
フ
レ
が
再
び
上
振
れ
す

れ
ば
、
追
加
利
上
げ
の
可
能
性
も
完

全
に
は
否
定
で
き
な
い
。こ
の
場
合
、

米
長
期
金
利
の
高
止
ま
り
や
ド
ル
相

場
の
底
堅
さ
を
背
景
に
、
資
金
が
米

国
に
流
入
し
や
す
い
状
況
が
続
く
公

算
が
大
き
い
。
各
国
中
央
銀
行
は
、

自
国
の
物
価
や
為
替
の
動
向
を
に
ら

み
つ
つ
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
次
の
一
手
を
見

極
め
る
展
開
と
な
り
そ
う
だ
。
金
融

政
策
の
主
導
権
は
、
な
お
米
国
側
が

握
っ
て
い
る
構
図
に
変
わ
り
な
い
。

高
市
首
相
の
政
策
遂
行
の
手
腕
が

問
わ
れ
る
特
別
国
会
が
始
ま
っ
た
。

高
い
支
持
率
を
背
景
に
政
策
執
行
を

急
ぐ
首
相
と
勢
力
が
大
き
く
後
退
し

た
野
党
と
の
論
戦
の
展
開
が
注
目
さ

れ
る
。
株
式
市
場
は
絶
対
多
数
に
よ

る
迅
速
な
政
策
決
定
を
評
価
す
る
か
、

そ
れ
と
も
政
策
決
定
が
強
権
的
と
し

て
警
戒
的
な
姿
勢
を
み
せ
る
の
か
。

日
経
平
均
は
総
選
挙
直
後
の
２
日

間
急
騰
し
た
が
、
そ
の
後
は
横
ば
い

で
推
移
し
て
い
る
。
高
値
警
戒
感
が

生
じ
て
い
る
よ
う
だ
。
こ
れ
ま
で
市

場
を
リ
ー
ド
し
て
き
た
Ⅰ
Ｔ
、
半
導

体
関
連
企
業
の
株
価
の
動
き
が
鈍
く

な
り
、
他
の
業
種
の
企
業
へ
物
色
対

象
を
広
げ
る
動
き
が
感
じ
ら
れ
る
。

も
っ
と
も
、
高
値
警
戒
感
の
原
因

は
単
純
で
、
年
初
か
ら
の
株
価
の
上

昇
ピ
ッ
チ
が
早
す
ぎ
た
こ
と
だ
。
日

経
平
均
は
５
万
円
強
か
ら
開
始
し
た

が
、
選
挙
後
に
は
５
８
、０
０
０
円
に

達
し
た
。
年
初
、
多
く
の
株
式
市
場

関
係
者
が
今
年
の
日
経
平
均
の
高
値

目
標
を
年
末
あ
た
り
に
５
８
、０
０
０

円
程
度
と
し
て
い
た
が
、
何
と
40
日

で
そ
れ
が
実
現
し
て
し
ま
っ
た
。
し

か
も
、
投
資
尺
度
で
あ
る
Ｐ
Ｅ
Ｒ
は

妥
当
と
さ
れ
る
15
～
20
倍
を
超
え
て

20
倍
強（
日
経
予
想
）に
な
っ
て
い
る
。

こ
う
し
た
経
過
か
ら
す
る
と
、
高

値
警
戒
感
が
株
価
調
整
に
つ
な
が
っ

て
い
く
可
能
性
を
否
定
で
き
な
い
。

た
だ
、
年
初
か
ら
の
株
高
を
推
進
し

て
き
た
の
は
海
外
投
資
家
で
あ
っ
た
。

彼
ら
は
判
断
が
早
い
た
め
、
仮
に
調

整
が
あ
っ
て
も
、
そ
の
幅
次
第
で
は

次
の
段
階
へ
踏
み
出
す
こ
と
が
考
え

ら
れ
る
。
つ
ま
り
、
調
整
幅
が
あ
る

程
度
大
き
い
ほ
う
が
立
ち
直
り
も
早

い
と
い
え
る
。
し
た
が
っ
て
、
調
整

の
始
ま
り
を
恐
れ
る
こ
と
は
な
い
。

も
ち
ろ
ん
、
株
価
を
取
り
巻
く
環

境
が
悪
化
す
れ
ば
話
は
別
で
あ
る
。

高
市
首
相
の「
責
任
あ
る
積
極
財
政
」

が
走
り
出
し
た
も
の
の
、金
利
上
昇
、

円
安
加
速
と
い
っ
た
ね
じ
れ
状
態
を

招
い
た
場
合
、
あ
る
い
は
世
界
的
な

Ａ
Ｉ
・
テ
ッ
ク
株
ブ
ー
ム
が
崩
壊
し
、

景
気
や
企
業
収
益
が
悪
化
す
る
な
ど

の
場
合
が
想
定
さ
れ
る
。

高
市
首
相
が
進
退
を
か
け
る
と
公

言
し
て
実
行
し
た
解
散
総
選
挙
で
、

自
民
党
は
歴
史
的
な
勝
利
を
得
た
。

首
相
の
賭
け
は
的
中
し
、
そ
の
決
断

力
へ
の
評
価
は
高
ま
っ
た
が
、
そ
の

政
策
能
力
へ
の
評
価
は
ど
う
か
、
国

会
の
動
向
か
ら
目
が
離
せ
な
い
。


